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＜別冊資料１＞各取組メニューの CO2削減効果の設定根拠 

【STEP4】（2）で整理した各取組メニューの CO2削減効果の設定根拠は、下表のとおりです。 

 

表 各取組メニューの CO2削減効果の設定根拠 

打ち手 取組メニュー CO2削減効果 CO2削減効果の設定根拠 

②省エネ 

建替えによる 

省エネ性能向上 

対策前比 

50%程度 

国土交通省の試算1に基づき、建替えによって

BEI=0.6 となった場合の省エネ効果を元の建物

性能に応じて以下のとおり想定。 

 無断熱相当：47% 

 昭和 55 年基準相当：42% 

 平成 5 年基準相当：40% 

改修による 

省エネ性能向上 
16%程度 

改修タイミングでの導入が最適な省エネ技術とし

て、高効率な熱源・照明器具・電動機・給湯器の導

入、照明制御・総風量制御を想定。既往文献2に基づ

き、それらの省エネ効果の合計値を 16%と想定。 

運用改善による 

省エネルギー 

対策前比 

6%程度 

比較的実現可能性が高い取組として、照明と電動

機の運用改善を想定し、既往文献 2に基づき、それ

らの省エネ効果の合計値を 6%と想定。 

未利用熱 

エネルギー利用 

空調エネルギー 

23～36%削減 

（地中熱利用） 

既往文献3を参照。 

③創エネ 

屋根面への 

太陽光発電設置 
36kW/棟 

建築物環境計画書制度の設置基準の最大値である

36kW を参照。 

ペロブスカイト 

太陽電池 
66kWh/㎡ 

屋根・壁面での発電容量を 150W/㎡4、設備利用

率を 5%5と仮定し、150W/㎡×5%×8760h＝

65.7kWh/㎡と算出。 

④CO2回収 
DAC 設備の 

設置 

50kg-CO
2 

/日・台 

空調機械室内に設置可能な DAC 装置である

Soletair Power 社の標準モジュール6CO2 削

減効果を参照。 

 
1 「脱炭素社会に向けた住宅・建築物の省エネ対策等のあり方検討会」（第 5 回）（開催：令和 3 年 7 月 20 日）、資料 4

「対策によるエネルギー削減量について」における単位床面積当たりのエネルギー消費量の設定値を参照。 
2 鷲津 明由 他、大規模オフィスビルにおけるゼロ・エネルギー・ ビルディング対策の浸透状況、

https://www.jstage.jst.go.jp/article/sesj/35/1/35_350103/_pdf（閲覧日：2025 年 1 月 29 日） 
3 環境省、地中熱利用にあたってのガイドライン（第４版）要約版, 第 2 章 地中熱利用ヒートポンプシステムによる省エ

ネルギー効果等、 https://www.env.go.jp/content/000212786.pdf（閲覧日：2025 年 4 月 16 日） 
4 令和６年度次世代型太陽電池の導入拡大及び産業競争力強化に向けた官民協議会における屋根・壁面での発電容量

の想定値 
5 2024 年度再生可能エネルギー大量導入・次世代電力ネットワーク小委員会（第 67 回）におけるシミュレーション値 
6 Solatair Power、Technical Specifications of HVAC Integrated Direct Air Capture Unit – How 

Building CO₂ Capture Works、https://www.soletairpower.fi/technical-specs-of-hvac-unit-

soletair-power/ （閲覧日：2025 年 1 月 28 日） 
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＜別冊資料２＞アンケート集計結果 

 

目 次 

調査票① 設問内容と配布・回収状況 ４ 

 ㋐CO2排出削減や再エネ電力調達に関する目標設定 5 

 ㋑先進的な打ち手に関する取組状況等 ９ 

 ㋒エリアマネジメントへの期待 １５ 

調査用② 設問内容と配布・回収状況 １６ 

 エネルギー利用実態と再エネ調達等状況 １７ 
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＜別冊資料３＞DR/VPP の事業収支試算 

㋐DR 量の想定 

延床面積 100,000㎡のビルを想定し、その物件が保有すると考えられる制御対象リソースの種類や

規模を、参考事例等に基づき設定しました。 

さらに、このビル 2 棟から構成される街区も想定し、ビル保有の制御対象リソースに加え、街区として

蓄電池を 1 台導入することを仮定しました。 

 

 表 リソース別の DR 量の想定 

リソース 所有者 
DR 量 

摘要 
ビル 1 棟 街区 

EV 充電器 ビルオーナー 60 kW 120 kW 
1 台あたりの規模事例、東京都の EV

充電器設置義務要件に基づき設定 

コージェネ

レーション

システム 

ビルオーナー 600 kW 1,200 kW 
大規模オフィスビルにおける導入事例

に基づき設定 

蓄電池 ビルオーナー ―  100 kW 
蓄電池は 100kW/200kWh 程度を

想定 

空調 

（DHC） 
熱供給事業者 ―  400 kW 

地域冷暖房のプラント内設備切替えに

よる kW 減少分として想定 
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㋑市場価格の想定 

制御対象リソースごとに需給調整市場、容量市場に応札する時間帯を設定しました。 

 

 表 リソース別の応札市場の想定 

リソース 

応札市場 

摘要 需給調整市場への応札コマ 
容量市場 

平日 休日 

EV 充電器 23～翌 5 時 8～18 時 ― 

 社用車（EV）接続時間帯の充電制

御での下げ DR により需給調整市

場に応札 

 社用車（EV）が接続されていない

平日日中は、発動指令対応が困難

なため容量市場には応札しない 

コージェネ

レーション

システム 

19～22 時 10～18 時 ― 

 未稼働時間帯の稼働（下げ DR）に

より需給調整市場に応札 

 稼働が高まる平日日中は、発動指

令対応が困難なため容量市場には

応札しない 

蓄電池 21～翌 3 時 21～翌 3 時 
発動指令発出

時に下げ DR 

 BCP 目的で運用しつつ、需給調整

市場、容量市場への応札を想定 

 地区内人流が減少する夜間に需給

調整市場に応札し、平日日中の発

動指令発出時は下げ DR 実施 

空調 

（DHC） 
― ― 

発動指令発出

時に下げ DR 

 発動指令発出時に地域冷暖房のプ

ラント内設備切替えによる下げ

DR で容量市場に応札 

 技術的難易度の観点から需給調整

市場には応札しない 
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DR/VPP の事業性評価の前提として、需給調整市場、容量市場の過去の実績を参照しました。 

 

 

図 需給調整市場 三次調整力②の約定価格（東京エリア：2021 年度～2024 年度平均） 

 

 

 

図 容量市場メインオークションの約定価格 （東京エリア：2020 年度～2024 年度） 
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㋒市場収入の試算 

市場収入の試算結果の内訳は下表の通りです。 

ビル 1 棟 

≪需給調整市場≫ 

リソース 
ＤＲ量 

［kW］ 
稼働日区分 

応札コマ数 

［コマ/日］ 

約定価格7 

［円/ΔkW・30 分］ 

獲得収入8 

［万円/年］ 

ＥＶ充電器 60 

平日 
12 

（23-翌 5 時） 
0.20 3 

休日 
20 

（8-18 時） 
2.02 30 

コージェネレー

ションシステム 
600 

平日 
6 

（19-22 時） 
1.06 91 

休日 
16 

（10-18 時） 
2.17 260 

合計： 386 万円 

 

街区 

≪需給調整市場≫ 

リソース 
ＤＲ量 

［kW］ 
稼働日区分 

応札コマ数 

［コマ/日］ 

約定価格 

［円/ΔkW・30 分］ 

獲得収入 

［万円/年］ 

ＥＶ充電器 120 

平日 
12 

（23-翌 5 時） 
0.20 7 

休日 
20 

（8-18 時） 
2.02 61 

コージェネレー

ションシステム 
1,200 

平日 
6 

（19-22 時） 
1.06 183 

休日 
16 

（10-18 時） 
2.17 521 

蓄電池 100 

平日 
12 

（21-翌 3 時） 
0.19 5 

休日 
12 

（21-翌 3 時） 
0.12 2 

合計： 778 万円 

≪容量市場≫ 

リソース 
ＤＲ量 

［kW］ 

約定価格 

［円/kW］ 

獲得収入 

［万円/年］ 

蓄電池 100 

9,521 

95 

空調 

（地域冷暖房） 
400 381 

合計： 476 万円 

 

  

 
7 需給調整市場の想定約定価格は 2021 年度から 2024 年度の三次調整力②（東京エリア）の約定価格を参照し、各

ブロックに占める応札コマ数の加重平均値とした。 
8 需給調整市場の獲得収入は以下より算定。 

獲得収入［円/年］ ＝ ＤＲ量［kW］ × 応札コマ数［コマ/日］ × 約定価格［円/ΔkW・30 分］ × 日数［平日 240 日/休日 125 日］ 
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㋓事業収支の試算 

事業収支の試算結果の内訳は下図の通りです。 

 

    

図 想定獲得収益 
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 その他、DR/VPP の事業性評価にあたり参照した諸元及び出典は下表の通りです。 

 

表 DR/VPP の事業性評価の算定諸元 

項目 想定 

量 

（架空物件） 

EV 充電器 60 kW 
1 台あたりの規模事例、東京都の EV 充電器設置義

務要件等を参照。 

コージェネレー

ションシステム 
600 kW 大規模オフィスビルにおける導入事例を参照。 

DR 量 

（架空街区） 

EV 充電器 120 kW 各物件 2 棟程度の街区を想定。 

コージェネレー

ションシステム 
1,200 kW 各物件 2 棟程度の街区を想定。 

蓄電池 100 kW 
100kW/200kWh 程度の蓄電池を想定。サイズは

1150mm*1800mm*2100mm 程度（WDH）。 

空調 

（地域冷暖房） 
400 kW 

地域冷暖房のプラント内設備切替による kW 減少分

による下げ量を想定。 

追加資本費 

（蓄電池＠架空街区） 

システム価格 9.0 万円/kWh 

資源エネルギー庁「定置用蓄電システム普及拡大検

討会（2024 年度） とりまとめ資料」P18 記載の業

務・産業用蓄電システムコスト（2024 年度）を参照。 

工事費 1.5 万円/kWh 

資源エネルギー庁「定置用蓄電システム普及拡大検

討会（2024 年度） とりまとめ資料」P18 記載の業

務・産業用蓄電システム工事費（2024 年度）を参

照。 

償却年数 6 年 蓄電池電源設備の法定耐用年数を参照。 

運用費等 

（DR/VPP 関連） 

人件費 

0.3 万円/kW・年 

DR/VPP との近似性の観点から、蓄電池のモデル

プラントの運転維持費等を参照し想定。 

※資源エネルギー庁「第 93 回制度検討作業部会｜

資料 3」P26 に記載の［0.5 万円/kW・年］よりは低

位な水準として想定。） 

修繕費 

諸費 

一般管理費 

アグリゲーター費用 支払報酬 15 % 
参考事例を参照し、市場から獲得する収入の15％を

アグリゲーターへの支払報酬として想定。 

その他費用 起動費 ー  

調整力指令への応動に要した起動費は、調整力

kWh 市場にて V1 単価9で回収され、収支上は相殺

されると想定。 

【例】蓄電池の放電（下げ DR）に対する充電費用、

コージェネレーションシステムの起動（下げ DR）に対

する燃料費等。 

市場価格 

需給調整市場 （コマ別価格） 円/ΔkW・30 分 

2021 年度～2024 年度の需給調整市場（東京エリ

ア）における三次調整力②の平均価格を参照。 

※想定応札コマに対応する形で各ブロックの価格を

参照。 

容量市場 9,521 円/kW・年 
2020年度～2024年度メインオークション（東京エ

リア）における約定価格平均を参照。 

 

 

 

 

 
9 需給調整市場において、実応動（下げ DR）の結果発生した kWh に対して清算される単価。各リソースの限界費用に

一定額を上乗せした金額の範囲内で市場参加者が登録する。 
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